特集にあたって -- 太平洋島嶼国の持続可能な開発と国際関係の変容 (特集 太平洋島嶼国の持続的開発と国際関係) by 黒崎 岳大 & 今泉 慎也
特集にあたって -- 太平洋島嶼国の持続可能な開発
と国際関係の変容 (特集 太平洋島嶼国の持続的開
発と国際関係)
著者 黒崎 岳大, 今泉 慎也
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア
経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp
雑誌名 アジ研ワールド・トレンド
巻 244
ページ 2-3
発行年 2016-01
出版者 日本貿易振興機構アジア経済研究所
URL http://hdl.handle.net/2344/00003028
アジ研ワールド・トレンド No.244（2016. 2）　　2
れる首脳会合の開催地の首脳が、翌年の会合までの一年間議長を務めることとなっている。二〇一五年は前年度 年次会合開催地でこの一年間議長を務めてきたパラオのレメンゲサウ大統領から、今回の開催地であるパプアニューギニア（ＰＮＧ）のオニール首相に議長の座が引き継がれ こととなった。この両首脳は、太平洋島嶼地域において持続可能な経済開発を推進しながら、自国ならびにＰＩＦの存在を国際社会のなかで強烈にアピール てきている。ここでは、両首脳が める政策を通して、オセアニ 地域をめぐる国際情勢および経済開発 現状につい 検討していく。　
バトンを渡すレメンゲサウ大統
領は、通算三期大統領を務めるベテラン政治家である。彼は独立時の大統 であったナカムラ大統領
　
二〇一五年九月、パプアニュー
ギニアの首都ポートモレスビーにおいて、第四六回太平洋諸島フォーラム（ＰＩＦ）首脳会合が開催された。ＰＩＦは、一九七一年にオースト リアとニュージーランドに加え、フィジーやサモアを含む太平洋地域六カ国が政治的課題について国際場裏で協力して行動をとることを目的に設立された地域国際機構である。その後、独立国が誕生す ご に加盟国は拡大し、現在は一六カ国が加盟するオセアニア地 代表する地域機関となった。一九八九年には旧宗主国や周辺ドナー国が域外国とし首脳会議に参加するようになり、域外国からもハイレベルの高官が派遣され、単なる小国による地機関の年次会合の枠を超える存として注目 てきている。　
ＰＩＦの議長国は、毎年開催さ
の下で副大統領を務めた。パラオは、独立に際し、アメリカと自由連合協定を締結し、大規模な財政支援を獲得した。また日本と中華民国（台湾）からの経済援助も受け、国内インフラ整備を進めた。国内経済で重視したのが観光産業の促進である。ダイビングの聖地として名声を高めていたパ オは、日本からの直行チャーター便を誘致し、観光客の増加に成功し 。レメンゲサウ大統領は、ナカムラ大統領の右腕 、国内 おける経済開発の牽引役を担ってきた。　
二〇〇一年に大統領の座を引き
継いで以降は、環境保全を重視した国家運営を進めるようになる。急増する観光客に対してはグリーン・フィーと呼ばれる環境税を徴収し、国内の環境保全政策に取り組むなど、経済開発と環境保全を両立させている島国のリーダーを
自認し、彼が中心となり合意がなされた国際公約「ミクロネシア・チャレンジ」は国際社会からも評価された。二〇一五年一〇月には、アジア諸国からの批判を受けつつも、持続可能な開発を目的として、排他的経済水域内での商業漁業を禁止する「海洋の聖域」法案を成立させた。　
さらに、この一年はＰＩＦ議長
としてリーダーシップを発揮していく。二〇一四年に開催されたパラオでの第四五回ＰＩＦ首脳会議でも、海洋の環境保全を重視する宣言をコミュニケに盛り込んだ。二〇〇六年のクーデタ以降資格停止状態にあったフィジー は、一四年九月の総選挙成功を受け、いち早くＰＩＦ 復帰させる声明を発表した。二〇一五年五月に日本で開催された第七回太平洋・島サミットでも安倍総理とともに同会議での共同議長を務めた。　
一方、バトンを引き継いだオニ
ール首相は、近年の積極的な外交政策を実施しているＰＮＧ 象徴する人物ということができるだろう。ＰＮＧはオーストラリアを除き、同地域最大の国土面積と人口を抱える大国でありながら、ＰＩＦにおいてこれまでフィジ やサ
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モアと比べて必ずしも積極的に関与しているとはいえず、むしろメラネシア地域で構成されたメラネシアン・スピ ヘッド・グループでの活動を重視する傾向にあっ 。　
しかしながら、二〇一三年にオ
ニールが首相の座を獲得す 、彼は国内政治においては政敵 なる大物議員の排斥と重用 使い分け、議会内で徹底した多数派工作を実施する。その結果、議会内で与党が九〇％近くを占める安定した政権基盤の獲得に成功した。対外的には従来から指摘されていたプラグマティストとしての姿勢を強く示していく。最大 貿易・経済協力相手国であるオーストラリアに対しては、従来以上に積極的に外交交渉を行い、経済面でも投資の拡大を図るなど緊密な関係の構築を進める。またフィジーがＰＩＦへの資格停止の状況で ＰＮＧはＰＩＦへ 積極的な関与を強める姿勢へと転換させ 二〇一四年に行われたＰＩＦ事務局長の選出において 、自国の外交官でもあるテイラー候補の選出に向け積極的なロビー活動を実施、大方の予想を覆して新事務局長に就任させた。現在、新事務局長の下で事務局が中心となり「パシフィッ
クリージョナリズム」と呼ばれる経済から安全保障に至る地域共同体を構築しようとする動きがみられるが、これもＰＩＦへの関与を強め、その中心的な役割を担う地位を狙っているＰＮＧの外交姿勢の現れとみることができるだろう。　
ＰＮＧの積極的な対外政策を支
えているのは、二〇一四年七月より生産・輸出が開始された液化天然ガス（ＬＮＧ）というエネルギー資源の存在であ 。豊かな資源を目指すオーストラリアや日本などドナ 国からの経済支援を受け、また民間企業による投資を呼び込むことに成功し、急激な 成長を遂げている。この好調な経済背景に、ビジネス 重視したＰＮＧの積極的な外交は、オブザーバー国として参加し ＡＳＥＡＮとの関係強化や二〇一八年のＡＰＥＣホスト国への立候補からもわかるように、オセアニア地域から、さらなる国際社会 と視線が向けられている。　
これらの島国が太平洋をめぐる
新たな国際情勢の担い手として存在感を高めているな 、日本はこの地域に対してどのように関わっていくべきなのか。日本はこの地域にとって重要なドナー国である
のみならず、パラオにおける観光産業やＰＮＧのＬＮＧの購入先であることからも重要なビジネス相手として認識されるようになってきた。環境対策 防災技術 どの先端テクノロジーに対す 信頼性や、ＧＤＰ世界第三位の経済大国が抱えるマーケットの存在は、島嶼国にとっては魅力的なものであることは間違いない。　
日本にとっても、太平洋島嶼国
は国連などにおいて日本の提案を支持する重要な理解者であるという外交上のパートナーという点でこれまでとらえられてきたが、近
に存在してきた太平洋の島々との関係も、真剣に考えていくべき時期に入ったといえるだろう。　
本特集では、オセアニア地域の
課題に精通する各方面の専門家による議論が展開されている。本企画での議論が、太平洋をめぐる国際情勢の変化と日本の役割を再確認する機会へつな ることを期待したい。（くろさき
　
たけひろ／国際機関
太平洋諸島センター次長、いまいずみしんや／アジア経済研究所
　
研究企画部上席主任調査研究員）
年は水産資源や鉱物エネルギー資源の供給地として重要なビジネスパートナーして無視できない存在となってきている。ＴＰＰ交渉や安全保障をめぐり太平洋地域に視線が注がれるなかで、その中心 空白地帯のよう
図　太平洋島嶼国
（出所）　筆者作成。
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